
百万円 千米ドル

3月31日に終了した会計年度 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2014年
売上高 ¥4,679,519 ¥4,528,405 ¥4,467,574 ¥4,381,728 ¥4,762,445 $46,237,330
営業利益 94,373 132,594 105,304 88,272 142,567 1,384,146
売上高営業利益率 2.0% 2.9% 2.4% 2.0% 3.0%
税金等調整前当期純利益（損失） 112,706 102,236 66,717 (52,119) 92,934 902,272
当期純利益（損失） 93,085 55,092 42,707 (79,919) 48,610 471,942
自己資本当期純利益率 12.0% 6.8% 5.1% (11.8%) 8.1%
包括利益 ̶ 38,790 34,310 (80,616) 104,907 1,018,515

海外売上高比率 37.4% 35.1% 33.7% 34.2% 37.8%
EMEA（欧州・中近東・アフリカ） ¥ 981,622 ¥ 845,485 ¥ 809,277 ¥ 768,149 ¥ 926,005 $ 8,990,340
米州 321,603 322,272 286,595 287,742 387,444 3,761,592
APAC（アジア・パシフィック）・中国 445,079 419,606 410,224 442,324 488,042 4,738,272
顧客所在地別の海外売上高 ¥1,748,304 ¥1,587,363 ¥1,506,096 ¥1,498,215 ¥1,801,491 $17,490,204

1株当たり情報（円、米ドル）:
当期純利益（損失）
̶基本的 ¥ 45.21 ¥ 26.62 ¥ 20.64 ¥ (38.62) ¥ 23.49 $ 0.228
̶希薄化後 42.17 25.75 20.55 ̶ 23.49 0.228

自己資本 386.79 396.81 406.42 301.57 277.03 2.690

総資産 ¥3,228,051 ¥3,024,097 ¥2,945,507 ¥2,920,326 ¥3,079,534 $29,898,388
純資産 948,373 953,779 966,598 752,438 702,449 6,819,893
自己資本 798,662 821,244 841,039 624,045 573,211 5,565,155
退職給付に係る調整累計額 ̶ ̶ ̶ (149,724) (321,567) (3,122,010)
自己資本比率 24.7% 27.2% 28.6% 21.4% 18.6%

現金及び現金同等物 ¥ 420,166 ¥ 358,593 ¥ 266,698 ¥ 284,548 ¥ 301,162 $ 2,923,903
有利子負債 577,443 470,823 381,148 534,967 519,640 5,045,049
D/Eレシオ（倍） 0.72 0.57 0.45 0.86 0.91

フリー・キャッシュ・フロー 296,409 113,426 49,180 (90,471) 46,659 453,000

1株当たり年間配当額（円、米ドル） ¥ 8.00 ¥ 10.00 ¥ 10.00 ¥ 5.00 ¥ 4.00 $ 0.039
[1株当たり中間配当額（円、米ドル）] [3.00] [5.00] [5.00] [5.00] [̶] [̶]
連結配当性向 17.7% 37.6% 48.4% ̶ 17.0%

研究開発費 ¥ 224,951 ¥ 236,210 ¥ 238,360 ¥ 231,052 ¥ 221,389 $ 2,149,408
設備投資額（有形固定資産） 126,481 130,218 140,626 121,766 122,282 1,187,204
減価償却費（有形固定資産） 164,844 141,698 131,577 116,565 115,180 1,118,252

期末従業員数（人） 172,438 172,336 173,155 168,733 162,393

期中平均レート（円）:
米ドル ¥ 93 ¥ 86 ¥ 79 ¥ 83 ¥ 100
ユーロ 131 113 109 107 134
英ポンド 148 133 126 131 159
注記：
1.  米ドル金額は、便宜上、2014年3月31日現在の東京外国為替市場での円相場1ドル＝103円で換算しております。
2.  自己資本は、純資産合計から新株予約権及び少数株主持分を除いて算出しております。
3.  包括利益は、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号）が2011年3月31日に終了した会計年度から適用されたことに伴い、2011年3月31日に終
了した会計年度から算定しております。

4.  2013年3月31日に終了した会計年度の希薄化後1株当たり当期純利益金額及び連結配当性向については、1株当たり当期純損失のため記載しておりません。
5.  海外連結子会社は2014年3月31日に終了した会計年度期首より「従業員給付」（IAS第19号 2011年6月16日）を適用しております。当該会計方針の変更は遡及適
用され、2013年3月31日に終了した会計年度における次のデータは遡及適用後の数値となっております。  
営業利益、売上高営業利益率、税金等調整前当期純利益（損失）、当期純利益（損失）、自己資本当期純利益率、包括利益、1株当たり当期純利益（損失）、1株当たり自己
資本、総資産、純資産、自己資本、退職給付に係る調整累計額、自己資本比率、D/Eレシオ（倍）

6.  退職給付に係る調整累計額は、国内外の退職給付に係る会計基準の変更により、数理計算上の差異などの費用処理されていない未認識債務について、税効果等を
調整したうえで一括認識し、純資産から控除したものです。海外子会社は2014年3月31日に終了した会計年度の期首より改正された「従業員給付」（IAS第19号 
2011年6月16日）を適用しております。これに伴い比較情報として表示する2013年3月31日に終了した会計年度の数値を遡及修正しております。当社及び国内
子会社は2014年3月31日に終了した会計年度の期末より「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 2012年5月17日）を適用しております。当該会計基
準の適用に伴う会計方針の変更は、当該会計基準が定める経過的な取扱いに従い遡及適用しておりません。

5年間の主要財務データ
富士通株式会社及び連結子会社
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